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※ 各法人の中期目標に係る業務実績を検証願います(提出期限 8 月 3 日(月))。検証は法人ごとに行うもので、法人間の比較を行うものではありません。 委員氏名［           ］ 

 

県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 
 

中期目標５ 財務内容の改善に関する事項 
 

５－１ 経常収支比率 
 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 

業務運営の改善

及び効率化を効果

的に進めることで、

中期目標の期間の

最終年度までに経

常収支比率 100％

以上を達成するこ

と。 

＊ 経常収支比率に関する事項 

☆ 業務実績等 

「中期目標の期間の最終年度までに経常収支比率 100％以

上を目指す」という中期計画については、3 年目で目標を達成

し、その後 4 年目、5 年目も経常収支比率 100％を達成するこ

とができた。 

 
○ 経常収支比率 

中期 

計画 

目標 

21年 

度末 

22年 

度末 

23年 

度末 

24 年 

度末 

25 年 

度末 

26 年 

度末 

増減 
(21 →

26) 

100％ 

以上 

93.0 

％ 

97.2 

％ 

98.8 

％ 

103.1 

％ 

103.2 

％ 

101.6 

％ 

+8.6 

P 
 

Ⅳ 業務運営の改善

及び効率化を効果

的に進めることで、

中期目標の期間の

最終年度までに経

常収支比率 100％

以上を達成するこ

と。 

＊ 経常収支比率に関する事項 

☆ 業務実績等 

医業収益の増と経費節減などの努力によって、目標である

100％以上を平成 22 年度の独立行政法人化から 5 年連続で達成

した。 

 
○ 経常収支比率 

21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 

(21→26) 

99.7 

％ 

103.3 

％ 

102.1 

％  

105.8 

％  

104.0 

％  

101.6 

％ 
＋1.9Ｐ 

 

Ⅳ 業務運営の改善

及び効率化を効果

的に進めること

で、中期目標の期

間の最終年度まで

に経常収支比率

100％以上を達成

すること。 

＊ 経常収支比率に関する事項 

☆ 業務実績 

・ 中期計画中の最終年度は新病院建設費用が収支に影響するた

め、その 25 年度に設定した目標比率 100.4％に対し、決算で

は 95.9％と▲4.5 ポイント下回った。また 26 年度についても

目標比率 91.2％に対し、決算では 81.6%と▲9.6 ポイント下回

った。 

・ 引き続き経常収支比率 100％以上を目指して経営努力の継続

に取り組む。 
 

○ 経常収支比率 

21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 
増減 

(21-26) 

90.7 

% 

95.0 

% 

93.5 

% 

94.4 

% 

95.9 

% 

81.6 

% 
▲9.1P 

地独化による勘定科目の変更により、H21 は決算書を基に再算出 

Ⅱ 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

 

５－２ 職員給与費対医業収益比率 
 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 

職員給与費対医

業収益比率につい

ては、同規模の全国

自治体病院の黒字

病院の当該比率の

平均値を参考に、中

期計画にその目標

を定め、中期目標の

期間の最終年度ま

でに達成すること。 

＊ 職員給与費対医業収益比率に関する事項 

☆ 業務実績等 

「中期目標の期間の最終年度までに職員給与費対医業収益

比率 50％以下を目指す」という中期計画については、中期目

標期間中のすべての年度において職員給与費対医業収益比率

50％以下を実現した。 
 

○ 経営指標比較 

  
H22 

実績 

H23 

実績 

H24 

実績 

H25 

実績 

H26 

実績 

経常収支比率 97.2％ 98.8％ 103.1％ 103.2％ 101.6％ 

人件費比率 47.4％ 47.2％ 47.2％ 47.4％ 47.5％ 

材料費比率 29.2％ 29.0％ 27.9％ 29.0％ 29.7％ 
 

○ 職員給与費対医業収益比率 

中期 

計画 

目標 

21年

度末 

22年

度末 

23年

度末 

24年

度末 

25年

度末 

26年

度末 

増減 

(21 →

26) 

50 ％

以下 

47.1 

％ 

47.4 

％ 

47.2 

％ 

47.2 

％ 

47.4 

％ 

47.5 

％ 

+0.4P 

 

Ⅳ 職員給与費対医

業収益比率につい

ては、同規模の全国

自治体病院の黒字

病院の当該比率の

平均値を参考に、中

期計画にその目標

を定め、中期目標の

期間の最終年度ま

でに達成すること。 

＊ 職員給与費対医業収益比率に関する事項 

☆ 業務実績等 

最終年度は 50％以下を達成することができなかったが、その

他の年度でほとんど達成し、健全な人件比率を達成することが

できた。 

 
○ 職員給与費対医業収益比率 

中期

計画

目標 

21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 
増減 

(21→26) 

50％

以下 
47.9％ 49.5％ 51.5％  49.7％  49.6％  50.6％ 2.7Ｐ 

 

Ⅲ 職員給与費対医

業収益比率につい

ては、同規模の全国

自治体病院の黒字

病院の当該比率の

平均値を参考に、中

期計画にその目標

を定め、中期目標の

期間の最終年度ま

でに達成すること。 

＊ 職員給与費対医業収益比率に関する事項 

☆ 業務実績 

・ 中期計画最終年度計画における目標比率 72.9％に対し、決

算では 83.3％と 10.4 ポイントオーバーとなった。 

・ 医師確保や看護体制の維持のために必要な人件費に対し、

それに見合う収益が得られなかったことが増加の要因、次期

中期計画も引き続き職員給与費対医業収益比率 60％以下を目

指して経営努力の継続に取り組み 

 
○ 職員給与費対医業収益比率 

中期 

計画 

目標 

21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 

(21-26) 

60％ 

以下 

74.1 

% 

71.4 

% 

74.4 

% 

79.2 

% 

79.2 

% 

83.3 

% 
9.2P 

※ 地独化で会計科目の変更により 21 は決算書を基に再算出 

 

Ⅱ 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

 

３ブロック：5-1 経常収支比率 ～ 6-4 法人が負担する債務の償還に関する事項 

資料③－３ 
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中期目標６ その他業務運営に関する重要事項 
 

６－１ 職員の就労環境の向上 
 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 

職員の実情等を

考慮した柔軟な勤

務形態の導入、院内

保育施設等の整備･

拡充といった育児

支援体制の充実な

ど、日常業務の質の

向上を図るために

必要な職員の就労

環境の整備に努め

ること。 

 

さらに、地方独立

行政法人制度の特

徴を十分に活かし、

医療従事者を必要

な人数確保するこ

とによって、病院職

員全体の勤務環境

を改善すること。 

＊ 職員の就労環境の整備に関する事項 

☆ 業務実績等 

職員の就労環境の向上については、効果的な病院運営のため

医師、看護師等各職種がその業務に専念でき、併せて時間外勤

務を縮減するため、医療クラークや看護クラーク等業務補助体

制を強化している。 

また、MSW 等の専門職を雇用し、病院職員の勤務環境を改

善するとともに、年次有給休暇等の取得を促進し、家庭環境に

配慮した取組ができている。 

勤務実態にあわせて、4 週単位から 1 月単位の変形労働時間

制を採用し、医師やコメディカル等の職種において時間外勤務

時間の縮減に取組んでいる。 
 

○ 院内保育施設 

項目 21 年度末 22 年度末 23 年度末 

入所児童数 34 人 36 人 44 人 

対象児童年齢 3 歳未満 3 歳未満 3 歳未満 

開所曜日 月～土曜 

第 1･3 日曜 

月～土曜 

第 1･3 日曜 

月～土曜 

第 1･3 日曜 

通常保育時間 7:45 

～ 

19:00 

7:45 

～ 

19:00 

7:45 

～ 

19:00 

延長保育時間 7:00 

～ 

22:30 

7:00 

～ 

22:30 

7:00 

～ 

22:30 

24 時間保育 － － － 

保育士数 8 人 8 人 8 人 

 

項目 24 年度末 25 年度末 26 年度末 増減 
(21→

26) 

入所児童数 38 人 33 人 43 人 +9

人 

対象児童年齢 3 歳未満 3 歳未満 3 歳未満 － 

開所曜日 月～土曜 

第 1･3 日曜 

月～土曜 

第 1･3 日曜 

月～土曜 

第 1･3 日曜 

－ 

通常保育時間 7:45 

～ 

19:00 

7:45 

～ 

19:00 

7:45 

～ 

19:00 

－ 

延長保育時間 7:00 

～ 

22:30 

7:00 

～ 

22:30 

7:00 

～ 

22:30 

－ 

24 時間保育 第 2・4 金曜 第 2・4 金曜 第 2・4 金曜 － 

保育士数 10 人 10 人 9 人 +1

人 

 

 

 

＊ 病院職員全体の勤務環境に関する事項 

☆ 業務実績等 

健康管理については、一般定期健康診断や生活習慣病予防検

診、人間ドック等の検診を実施するとともに、VDT 作業従事

者に対する検診等、有害な業務に従事する職員に対して特殊健

康診断を実施している。 

また、産業医設置による健康相談や専任の臨床心理士による

心の健康診断等の健康管理対策やメンタルヘルス対策を実施

している。 

職員の安心な勤務環境づくりとして、院内保育所の 24 時間

保育を実施し、保育料を月額から日額へ改定する等、利便性を

向上させるとともに、病児病後児保育施設の設置について、継

続的に検討している。 

職員が業務に対する高い意欲を持ち、能力を十分に発揮でき

る病院づくりのため学会や研修会等への参加について積極的

に支援している。 
 

Ⅳ 職員の実情等を考

慮した柔軟な勤務形

態の導入、院内保育

施設等の整備･拡充

といった育児支援体

制の充実など、日常

業務の質の向上を図

るために必要な職員

の就労環境の整備に

努めること。 

 

さらに、地方独立

行政法人制度の特徴

を十分に活かし、不

足している医療従事

者(特に看護師)を必

要な人数確保するこ

とによって、病院職

員全体の勤務環境を

改善すること。 

＊ 職員の就労環境の整備に関する事項 

☆ 業務実績等 

・ 平成 26 年度、平均在院日数の短縮や医療連携の強化など

により 7 対 1 看護体制を導入した。 

・ 各診療科の医師の要望に応じ、医師事務作業補助者を増員

し、さらに医師から要望の強かった病棟にも配置して医師の

過密業務の軽減を図った。(補助体制加算 15：1) 

・ 保育業務を委託し、夜間保育及び休日保育を開始するとと

もに、病児保育の利便性を向上させた。 

・ 看護体制確保の導入のため、各種広報媒体を活用した募集

活動を実施、看護職員修学資金貸付制度を創設、育児部分休

業制度の活用などを行った。 

・ 人事給与関係規程を整備し、夜勤手当の倍増、業務改善や

非常勤看護師を対象とした変動労働時間制の採用を実施し

た。 

・ 病院近くの新設アパートを借り上げ、研修医生活のサポー

トをした。 
 

○ 院内保育施設 

項目 21 年度末 22 年度末 23 年度末 

入所児童数 38 名 49 名 43 名 

対象児童年齢 4 歳未満 4 歳未満 4 歳未満 

開所曜日･時

間 

平日 8時から 

5 時 30 分 

平日 8時から 

5 時 30 分 

平日 8時から 

5 時 30 分 

保育士数 8 名 10 名 10 名 

 

項目 24 年度末 25 年度末 26 年度末 

入所児童数 37 名 36 名 37 名 

対象児童年齢 4 歳未満 4 歳未満 4 歳未満 

開所曜日･時

間 

平日 8時から 

5 時 30 分 

12 月 31 日か

ら 1月 3日を

除く全ての

日 

12 月 31 日か

ら 1月 3日を

除く全ての

日 

保育士数 8 名 

委託先が必

要人数を配

置 

委託先が必

要人数を配

置 

 

 

 

＊ 病院職員全体の勤務環境に関する事項 

☆ 業務実績等 

・ 全職員を対象とした健康管理対策及びメンタルヘルス対策

の充実に努め、法定健診(定期健康診断、人間ドック)、任意

検査等(各種抗体検査、各種予防接種)を実施した。 
 

○ メンタルヘルス対策 

・ 各職場における精神疾患未然防止のため、管理職職員 

に対してメンタルヘルスケア講演会などを実施した。 

○ 肝炎検査 

・ 肝炎に暴露する可能性のある職場に勤務する職員に対

して実施した。 

○ 結核健診 

・ 結核菌に暴露する可能性のある職場に勤務する職員に

対し、定期健康診断と併せて年 2 回の胸部 X 線撮影を行

うとともに年 1 回の血液検査を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 職員の実情等を考

慮した柔軟な勤務形

態の導入、院内保育

施設等の整備･拡充

といった育児支援体

制の充実など、日常

業務の質の向上を図

るために必要な職員

の就労環境の整備に

努めること。 

 

さらに、地方独立

行政法人制度の特徴

を十分に活かし、不

足している医療従事

者(特に医師)を必要

な人数確保すること

によって、病院職員

全体の勤務環境を改

善すること。 

＊ 職員の就労環境の整備に関する事項 

☆ 業務実績 

・ 医療従事者の負担軽減対策として、時間外勤務時間の削減、

年次有給休暇の取得促進、代休の取得や週休日の振替の徹底、

育児部分休業の活用、結婚休暇の取得可能期間の拡大等に取

り組むとともに、職員の家庭環境を配慮した 1 月単位の変形

労働時間制を H23 から採用 

・ 心身の健康管理対策を充実するため、定期健康診断、特殊

健康診断、人間ドック健診を実施するとともに、全職員を対

象にした健康管理研修会を年１回開催 

・ 院内保育需要の増加に応えるため必要保育士数の確保を行

うとともに、「土曜保育」についても継続中【H24.6～】 

 
○ 院内保育所の運営状況(各年 3.31 時点) 

項目 
21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 
増減 
(21-26) 

入所 

児童数 

19 

名  

24 

名 

19 

名 

10 

名 

17 

名 

10 

名 

▲9 

名 

保育士数 
4 

名 

5 

名 

5 

名 

3 

名 

4 

名 

4 

名 

0 

名 

  ※ 保育の対象児童年齢は 4 歳未満まで、開所曜日は平日(土曜日は

第 2 第 3 土曜日のみ、開所時間)7:30-18:30 延長最大 30 分 

 

 

 

＊ 病院職員全体の勤務環境に関する事項 

☆ 業務実績 

・ 医師事務作業補助者(医療クラーク)を新たに６名養成し、医

師事務作業補助体制を強化 

・ 診断書の下書き・病名代行入力・着任医師に対する電子カ

ルテ作業説明、退院サマリの作成補助、各種登録事務など業

務を順次拡大し、医師の勤務環境を改善 

 
○ 医療事務作業者数(各年 3.31 時点) 

項目 

21 

年

度 

22 

年

度 

23 

年

度 

24 

年

度 

25 

年

度 

26 

年

度 

増減 
(21-26) 

常勤 

医師数 

23 

名 

21 

名 

22 

名 

23 

名 

22 

名 

23 

名  

0 

名 

常勤歯科 

医師数 

2 

名 

2 

名 

2 

名 

2 

名 

2 

名 

2 

名  

0 

名 

常勤 

看護師数 

186 

名 

188 

名 

191 

名 

184 

名 

182 

名 

185 

名 

▲1 

名 

常勤 

准看護師数 

2 

名 

2 

名 

1 

名 

1 

名 

1 

名 

1 

名 

▲1 

名 

医療 

クラーク 

0 

名 

3 

名 

5 

名 

6 

名 

8 

名 

6 

名 

6 

名 

看護 

クラーク 
－ － － － － － － 

 

Ⅲ 



3 
 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
○ 医療職員数 

項目 
21 年

度末 

22 年

度末 

23 年

度末 

24 年

度末 

25 年

度末 

26 年

度末 

増減 
(21→26) 

常勤医師 
131

人 

138

人 

145

人 

149

人 

152

人 

161

人 
+30 人 

常勤歯科

医師 

2

人 

4

人 

3

人 

3

人 

3

人 

3

人 
+1 人 

常勤助産

師･看護

師 

479

人 

483

人 

501

人 

510

人 

542

人 

574

人 
+95 人 

常勤准看

護師 

0

人 

0

人 

0

人 

0

人 

0

人 

0

人 
0 人 

医療 

クラーク 

7

人 

20

人 

38

人 

48

人 

51

人 

52

人 
+45 人 

看護 

クラーク 

5

人 

16

人 

26

人 

26

人 

28

人 

30

人 
+25 人 

 

 

○ 医療事務作業者数 

項目 
21 年

度末 

22 年

度末 

23 年

度末 

24 年

度末 

25 年

度末 

26 年

度末 

増減 

(21→26) 

常勤医師 
93 

名 

105 

名 

99 

名 

105 

名 

112 

名 

110

名 
＋17 名 

常勤歯科

医師 

3 

名 

4 

名 

4 

名 

5 

名 

5 

名 

5

名 
＋2 名 

常勤看護

師 

372 

名 

392 

名 

422 

名 

433 

名 

437 

名 

448

名 
＋76 名 

常勤准看

護師 

4 

名 

4 

名 

4 

名 

4 

名 

4 

名 

3 

名 
▲1 名 

医療 

クラーク 

0 

名 

7 

名 

16 

名 

24 

名 

28 

名 

40 

名 
＋40 名 

看護 

クラーク 

6 

名 

8 

名 

9 

名 

11 

名 

11 

名 

12 

名 
＋6 名 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 



4 
 

６－２ 県及び他の地方独立行政法人との連携 
 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 

人事交流など、県

及び県の設立した

他の地方独立行政

法人との連携を推

進すること。 

＊ 他法人との連携に関する事項 

☆ 業務実績等 

県及び他の地方独立行政法人との連携については、医療従

事者の人事交流を行うなど連携を推進している。 

 
○ 他法人との人事交流（県立多治見病院及び下呂温泉病院） 

項目 22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 

(22→26) 

出
向 

医師 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

看護師･

助産師 

1 人 1 人 0 人 0 人 0 人 ▲1 人 

コメディ

カル 

10人 4 人 2 人 3 人 2 人 ▲8 人 

計 11人 5 人 2 人 3 人 2 人 ▲9 人 

受
入 

医師 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

看護師･

助産師 

1 人 5 人 3 人 3 人 1 人 0 人 

コメディ

カル 

1 人 2 人 1 人 1 人 1 人 0 人 

計 2 人 7 人 4 人 4 人 2 人 0 人 

 

 

Ⅲ 人事交流など、県

及び県の設立した

他の地方独立行政

法人との連携を推

進すること。 

＊ 他法人との連携に関する事項 

☆ 業務実績等 

・ 県及び 3 法人間で、人事交流のほかに医療や経営労務等の

情報交換を行った。 

 
○ 他法人との人事交流 

項目 
22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 

(22→26) 

出

向 

看護師 1 名 1 名 0 名 0 名 0 名 ▲1 名 

コメディ

カル 
7 名 3 名 1 名 0 名 0 名 ▲7 名 

受

入 

看護師 2 名 2 名 1 名 0 名 0 名 0 名 

コメディ

カル 
6 名 3 名 1 名 1 名 1 名 ▲5 名 

 

Ⅲ 人事交流など、県

及び県の設立した

他の地方独立行政

法人との連携を推

進すること。 

＊ 他法人との連携に関する事項 

☆ 業務実績 

・ 医師、看護師やコメディカルなど医療従事者の人事交流など、

岐阜県及び岐阜県が設立した他の地方独立行政法人との連携

を推進し、過不足となる医療従事者の派遣を行い、医療サービ

スの水準を維持するための人員を配置 

・ 県機関である下呂看護専門学校に専任教員として看護師 8 名

を出向させ、看護師養成において県と連携(平成 26 年度から県

職員の身分に切り替え) 

 
○ 他法人との人事交流(県総合医療センター、県立多治見病院) 

職種 
22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 

(22-26) 

出向 

看護師 2 名 3 名 3 名 2 名   ▲2 名 

助産師 

(短期) 
  3 名 1 名 1 名 1 名 1 名 

薬剤師 1 名     1 名 1 名 0 名 

放射線 

技師 
1 名         ▲1 名 

理 学 療

法士 
1 名 1 名       ▲1 名 

計 5 名 7 名 4 名 4 名 2 名 ▲3 名 

受入 

薬剤師 3 名 2 名   1 名 2 名 ▲1 名 

検査技 

師 
4 名 2 名 1 名 1 名   ▲4 名 

臨床工 

学技士 
1 名 1 名 3 名     ▲1 名 

理学療 

法士 
2 名         ▲2 名 

作業療 

法士 
3 名         ▲3 名 

計 13 名 5 名 4 名 2 名 2 名 ▲11 名 

 

○ 県(下呂看護専門学校)への出向状況 

職種 
22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 

(21-26) 

看護師 8 名 8 名 8 名 8 名 0 名 ▲8 名 

※ H26 からは県職員化 

 

Ⅲ 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

 

 



5 
 

６－３ 医療機器･施設整備 
 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 

医療機器･施設整

備については、費用

対効果、県民の医療

需要、医療技術の進

展など総合的に勘

案して計画的に実

施すること。 

＊ 医療機器･施設整備に関する事項 

☆ 業務実績等 

医療機器・施設整備については、費用対効果、県民の医療需

要、医療技術の進展などを総合的に判断し、計画的に実施して

いる。 

平成 27 年度完成予定の重症心身障がい児病棟については、

障がい児病棟及び短期入所施設の新設や小児外来診察室の移

転、MRI や CT 等検査室の新設等の小児医療センター機能を

有した施設を整備している。また、重症心身障がい児病棟の建

設に伴い、不足する職員駐車場を確保するために駐車場用地を

取得している。 

県民が期待する医療需要に応えるため、内視鏡手術支援ロボ

ット「ダ･ヴィンチ」の導入やカテーテルによる内科的治療と

外科的手術ができる「ハイブリッド手術室」の新設、県内初と

なる「小児集中治療室(PICU)」の新設等の整備を行っており、

今後も計画的に実施する予定としている。 
 

○ 総投資額                   単位：百万円 

項

目 

21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 
(21→26) 

医

療

機

器

等

整

備 

586 369 389 857 701 519 ▲67 

施

設

等

整

備 

3,872 694 767 182 389 473 ▲3,399 

計 4,458 1,063 1,156 1,040 1,090 992 ▲3,466 

 

 

Ⅲ 医療機器･施設整

備については、費用

対効果、県民の医療

需要、医療技術の進

展など総合的に勘

案して計画的に実

施すること。 

＊ 医療機器･施設整備に関する事項 

☆ 業務実績等 

・ 老朽化した中央診療棟について、既存施設も含めた建替えに

向けた委員会を設置し、新中央診療棟建設に向けて進め方や手

法について検討した。 

・ 医療機器整備委員会において各診療科の要望を取りまとめて、

費用対効果、需要と医療技術の進歩などを総合的に判断して購

入予定機器を選定し、購入を実施した。 

・ 地域がん診療連携拠点病院としての責任を果たし、地域から

期待されるがん治療の推進に応えることを目的として、高精度

放射線治療センターを整備し、高精度放射線治療システム(ノバ

リス Tx)を設置した。 

・ 新病棟への機能移転後の空きスペースを活用した既存棟の施

設整備(内視鏡室、外来点滴センター、中央採血室など)工事や

正面玄関ロビーの改修工事などをし、患者の利便性向上を図っ

た。 
 

○ 総投資額                  単位：百万円 

項

目 

21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 
(21→26) 

医

療

機

器

等

整

備 

370 355 196 1,098 540 525 ＋155 

施

設

等

整

備 

7,152 1,185 277 212 76 209 ▲6,943 

 

Ⅲ 医療機器･施設整

備については、費用

対効果、県民の医療

需要、医療技術の進

展など総合的に勘

案して計画的に実

施すること。 

 

新病院建設にあ

たっては、岐阜県立

下呂温泉病院が担

うべき機能の強化

を図るとともに、診

療機能に相応しい

施設内容(規模、建

設単価等)財源や建

替え手法など、建設

に必要な検討を十

分行ったうえ建設

を進めること。 

 

○ 強化すべき岐

阜県立下呂温泉

病院の機能 

･  地域医療の教

育･研究機能 (地

域医療研究研修

センターの機能) 

･ へき地医療の提

供･支援機能 

･ 高度急性期医療

の提供機能 

･ 地域災害医療の

提供機能 

･ 終末期医療 (入

院･在宅 )の提供

機能 

･ 医療従事者の確

保機能 

･ 地域医療機関等

との連携機能 

＊ 医療機器･施設整備に関する事項 

☆ 業務実績 

・ 医療機器は、費用対効果、県民の医療需要、医療技術の進展な

どを総合的に判断し、計画的な更新・整備を実施 

・ 新病院開設に伴い、25 年度には現有機器の現況や費用対効果

を考慮しながら MRI(超電導磁気共鳴画像診断装置 1.5T) 等の

医療機器の更新・整備(100 万円以上の備品 43 品目)を行った。 
 

○ 総投資額(資本支出建設改良費執行状況税込み内訳。H21 は財務データ

が無いため、決算書建設改良の概況より)      単位：百万円 

項目 H21

年度 

H22

年度 

H23

年度 

H24

年度 

H25

年度 

H26

年度 

増減 

(21-26) 

医療機

器等整

備 

91 95 69 64 1,240 9 ▲82 

施設等

整備 
10 75 179 1,085 4,386 13 3 

 

 

 

＊ 新病院建設に関する事項 

☆ 業務実績 

新病院の施設整備計画に則り、用地取得、総合評価方式によ

る新病院整備建設工事を発注したほか、医療機器等を整備。【～

H25】 
 

○ 整備状況                   単位：千円 

年度 整備内容 事業費 

H22 １ 基本設計委託業務 63,000 

２ 地質調査委託業務 5,300 

３ ヘリポート設置可能性調査委託業務 4,300 

４ 実施設計委託業務 161,280 

５ 医療機器等整備支援ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ委託業務 3,780 

H23 １ 医療機器等整備支援ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ委託 3,780 

H24 １ 用地取得  取得面積 32,263.78m2 2,200,794 

２ 新病院整備建設工事 5,341,875 

３ 新病院整備建設工事監理委託業務 57,750 

４ 医療機器等整備支援ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ委託 12,757 

H25 １ 機器備品等整備事業(追加) 358,491 

２ 電話設備設置事業(追加) 28,035 

３ 乗り入れ改良工事 5,334 

４ 新築移転工事都市計画法完了業務・ 

機器備品整備業務委託 
13,558 

 

○ 機能強化された事項 

項目 強化された内容 

地域医療の教

育･研究機能

(地域医療研究

研修センター

の機能) 

下呂温泉病院勤務医師や岐阜大学地域医療医学セ

ンター医師等が、地域の教育・研究を実践する場

として、当院の地域医療研究研修センター機能を

活用し、診療・教育・研究体制を継続 

へき地医療の

提供･支援機

能 

岐阜大学地域医療医学センター及び岐阜県総合医

療センター等の協力のもとに多くの臨床研修医の

受入と指導体制の充実を図り、へき地を含む地域

医療の魅力を実感できる研修プログラムを整備 

高度急性期医

療の提供機能 

下呂市中心市街地から国道４１号線に隣接する下

呂市森地内に移転し、病院屋上にヘリポートを備

えたことにより、高度急性期医療機関との連携機

能を強化 

地域災害医療

の提供機能 

地域災害医療センターに指定されている飛騨地域

の高山赤十字病院、東濃地域の中津川市民病院の

中間に位置するため、地震等有事の際、免震構造

を持つ当院は、地域災害医療センターの機能の支

援が可能 

終末期医療(入

院･在宅 )の提

供機能 

末期がん等で終末期の患者に対する、入院及び在

宅の両面で心身のケアを図るため、リカバリール

ームを整備し、在宅ケアに関しては、患者が自宅

で安らかな最期の時を過ごせるよう地域の医療機

関と密接な連携体制を充実 

Ⅳ 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 

医療従事者の

確保機能 

地域医療研究研修センターを中心とした、地域医

療を志す医師等の養成の継続 

地域医療機関

等との連携機

能 

地域において必要な医療を供給するため、民間で

は不採算・特殊部門となりやすい救急・小児・周

産期医療の提供、飛騨南部の公立他病院で実施し

ていない救急・急性期リハ、人工透析、周産期(分

娩取扱い)、糖尿病の提供を継続 
 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

 

 

６－４ 法人が負担する債務の償還に関する事項 
 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 中期目標 中期目標に係る業務実績、法人の自己評価 

業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 
業務実績等 自己 

評価 

法人は、岐阜県に

対し、地方独立行政

法人法第 66 条第 1

項に規定する地方

債のうち、法人成立

の日までに償還さ

れていないものに

相当する額の債務

を負担すること。ま

た、その債務の処理

を確実に行うこと。 

＊ 債務の償還に関する事項 

☆ 業務実績等 

当法人が負担する債務の償還については、岐阜県に対する

債務の償還を確実に実施している。 
 

○ 債務の償還状況                単位：百万円 

項

目 

21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 
(21→26) 

移

行

前

地

方

債

償

還

債

務

償

還

額 

1,429 1,419 5,366 805 2,577 659 ▲770 

長

期

借

入

金

償

還

額 

－ － － － － － － 

  ※ 長期借入金の償還計画及び実績はない。 

 

 

Ⅲ 法人は、岐阜県に

対し、地方独立行政

法人法第 66 条第 1

項に規定する地方

債のうち、法人成立

の日までに償還さ

れていないものに

相当する額の債務

を負担すること。ま

た、その債務の処理

を確実に行うこと。 

＊ 債務の償還に関する事項 

☆ 業務実績等 

・ 法人として岐阜県に対し負担する債務の償還を確実に行っ

た。 
 

○ 債務の償還状況               単位：百万円 

項目 
21 

年度 

22 

年度 

23 

年度 

24 

年度 

25 

年度 

26 

年度 

増減 

(※) 

移行前

地方債

償還債

務 

658 932 861 447 516 455 ▲203 

長期借

入金償

還額 

－ 0 34 34 154 171 ＋171 

  (※)：H26 と独法化前若しくは独法化後の増減 

 

 

Ⅲ 法人は、岐阜県に

対し、地方独立行政

法人法第 66 条第 1

項に規定する地方

債のうち、法人成立

の日までに償還さ

れていないものに

相当する額の債務

を負担すること。ま

た、その債務の処理

を確実に行うこと。 

＊ 債務の償還に関する事項 

☆ 業務実績 

  岐阜県に対する債務の償還については、確実に実施 

 
○ 中期計画期間の償還状況 

項目 

金額 

移行前地方債 

償還債務 
長期借入金 

期首残高 1,597,557,029 円 0 円 

当期借入額   － 5,234,300,000 円 

当期償還額 932,726,225 円 59,640,000 円 

期末残高 664,830,804 円 5,174,660,000 円 

 
○ 各年度における債務の償還状況 

単位：百万円 

項目 21

年度 

22

年度 

23

年度 

24

年度 

25

年度 

26

年度 

増減 
(21-26) 

移行前

地方債

償還債

務 

301 435 179  113  97  110  ▲191 

長期借

入金償

還額 

－ 0 8  8  12  34  34  

 

Ⅲ 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

◎ 特筆すべき点・進捗状況評価に関する意見・その他コメント 検証 

結果 

 

 

 


